
ウェブを活用した販路拡大支援助成金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、公益財団法人しまね産業振興財団（以下「財団」という。） 定款 第４条の規定に

基づき、 県内事業者のウェブを活用した販路拡大を目指す取組を促進し、もって事業者の競争力強化

を図るために交付するウェブを活用した販路拡大支援助成金(以下「助成金」という。)について、必要

な事項を定めるものとする。 

 

２ 助成金の交付に関しては、「公益財団法人しまね産業振興財団助成金交付規程」及びその他の法令の

定めによるほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによる。 

(1)ウェブ展示会 ビジネスマッチングを目的に、定期的もしくは特定の期間においてウェブ上で開催

され、自社製品・技術の PRを行うイベントをいう。 

 

(2)取引マッチングサイト 製品・部品やサービスを必要とする企業とそれを提供する企業を仲介する

ウェブサイトをいう。 

 

(3) 営業支援ツール等 マーケティング活動、営業履歴・進捗管理、顧客管理に利用されるシステム又

はサービスをいう。 

 

（対象者） 

第３条 島根県内に事業所を有する中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第 2 条に定義する中小企

業者。ただし、原則として機械金属、樹脂、電気及び電子部品の製造を行っている者。 

 

（対象事業） 

第４条 助成金は、県内事業者がウェブや営業支援ツール等を活用し、新規取引先発掘、新製品の PR な

どによる企業間取引の拡大を図る事業を対象とする。 

 

（対象経費） 

第５条 助成金は、次の各号に掲げる経費のうち、代表理事理事長が必要かつ適当と認めるものについ

て、予算の範囲内で交付する。 

 （1）専門家謝金、旅費 

 （2）広告宣伝費（ウェブ展示会出展費用含む） 

 （3）ホームページ作成費 

 （4）取引マッチングサイト有料サービス利用料 

 （5）営業支援ツール等導入、利用料 



 

（交付の率及び限度額） 

第６条 助成金は、助成対象経費に２分の１を乗じて得た額（千円未満切捨て）とし、１００万円を上限

とする。 

 

（助成期間） 

第７条 助成期間は、交付決定の日から 1 年以内とする。ただし、期間中に発注、納入、検収、支払い、

実績報告（様式第 5 号）のすべての手続きを完了すること。 

 

（交付申請） 

第８条 助成金の交付を受けようとする者は、ウェブを活用した販路拡大支援助成金交付申請書（様式

第１号）を提出しなければならない。 

２ 助成金交付申請書に添付すべき書類は、次の各号に掲げるものとする。 

  (1) 助成事業計画書（別紙１ 様式第 1 号関係） 

  (2) 直近２期分の決算書類 

(3) 県が課税する全税目に滞納の徴収金がないことを証明する納税証明書 

(4) その他代表理事理事長が必要と認める書類 

 

（交付の決定） 

第９条 代表理事理事長は、前条の規定により助成金交付申請書の提出があったときは、その内容を審

査し、助成金の交付又は不採択の決定を行い、助成金の交付を受けようとする者にウェブを活用した販

路拡大支援助成金交付決定通知書（様式第２号）によりその旨通知するものとする。 

 

（交付の条件） 

第１０条 代表理事理事長は、助成金の交付の決定をする場合において、助成金の交付の目的を達成す

るため、次に掲げる条件を付するものとする。 

(1) 当該助成事業に関係する調査等に協力すること。 

 

（決定内容の変更等） 

第１１条 助成金の交付決定を受けた者（以下「助成事業者」という。）は、助成金の交付の対象となる

事業（以下「助成事業」という。）が次の各号のいずれかに該当する場合には速やかにウェブを活用し

た販路拡大支援助成事業変更承認申請書（様式第３号）を代表理事理事長に提出しなければならない。 

(1) 経費の配分又は内容を著しく変更するとき。 

(2) 中止又は廃止するとき。 

２ 代表理事理事長は、前項の規定により申請書の提出があったときは、審査を行いウェブを活用した

販路拡大支援助成事業変更決定通知書（様式第４号）により助成事業者に通知するものとする。 

 

（実績報告） 



第１２条 助成事業者は、助成事業が完了したときは、当該助成事業完了後１５日以内にウェブを活用

した販路拡大支援助成事業実績報告書（様式第５号）を代表理事理事長に提出しなければならない。 

２ 助成事業実績報告書に添付すべき書類は、次の各号に掲げるものとする。 

  (1) 助成事業成果報告書（別紙２ 様式第 5 号関係） 

  (2) 領収書等の写し 

  (3) その他代表理事理事長が必要と認める書類 

 

（助成金の額の確定） 

第１３条 代表理事理事長は、前条の報告書の提出があった場合には必要な検査を行い、適正と認めた

ときは交付すべき助成金の額を確定しウェブを活用した販路拡大支援助成金確定通知書（様式第 6号）

により助成事業者に通知するものとする。 

 

（助成金の請求） 

第１４条 助成事業者は、助成事業終了後、ウェブを活用した販路拡大支援助成金請求書（様式第 7 号）

により代表理事理事長に助成金を請求するものとする。 

 

（助成事業の状況報告） 

第１５条 代表理事理事長は、助成事業者に対し、助成事業の成果について報告を求めることができる。 

２ 助成事業終了後 3 年間、代表理事理事長が別に定める日までに販路拡大の状況をウェブを活用した

販路拡大支援助成金事業化状況報告書（様式第 8 号）により代表理事理事長に報告すること。 

 

（交付の決定の取消等） 

第１６条 代表理事理事長は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、当該助成金の全部

又は一部を取り消すことができる。 

（１） 助成金の交付後の事情の変更により、助成事業の全部又は一部を継続する必要がなくなり、又

はその遂行ができなくなったとき。 

（２） 助成金を他の用途へ使用したとき。 

（３） 助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（４） 当該助成事業に関し、法令等に基づく処分若しくは命令に違反したとき。 

２ 前項第２号から第４号までの規定は、助成事業について交付すべき助成金の額の確定があった後に

ついても適用する。 

 

（助成金の返還） 

第１７条 代表理事理事長は、助成金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消に係る部分に

関し、既に助成金が交付されているときは、助成事業者に対し期限を定めてその返還を命ずる。 

 

（加算金及び遅延金） 

第１８条 助成事業者は、前条第１項の規定により、助成金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る



助成金の最後の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該助成金の額（その一部を納付した場合に

おけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算し

た加算金を財団に納付しなければならない。 

２ 助成事業者は、財団が指定する納付期限までに納付しなかったときは、納期限の翌日から納付の日

までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を財団に納付

しなければならない。 

３ 代表理事理事長は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、加算金又は延

滞金の全部又は一部を免除することができる。 

 

 （利用回数） 

第１９条 単独企業がこの助成金を利用できる回数は、同一年度につき１回とする。 

 

（関係書類の整備） 

第２０条 助成事業者は、助成事業に係る収入及び支出を記載した帳簿を作成するとともに、その証拠

となる書類を整備し、助成事業終了後５年間保存しておかなければならない。 

 

（助成事業等の公表） 

第２１条 代表理事理事長は、助成事業及び助成事業者の名称並びに事業内容等について、助成事業者

の利益に反しない範囲で、当該内容を公表することができる。 

 

（暴力団排除に関する誓約） 

第２２条 助成事業者は、別紙「暴力団排除に関する誓約事項」について助成金の交付の申請前に確認し

なければならず、交付申請書の提出をもってこれに同意したものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年６月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年６月２３日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、助成金の交付の申請をするにあたって、ま

た、助成事業の実施期間及び完了後においても、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓

約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申

し立てません。 

 

記  

 

 

１．法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人

等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事、そ

の他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する

暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

２．役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

３．役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。  

４．役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有し

ているとき。 

 


